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    まえがき 
 

⾼齢者の増加に伴い認知症の⼈が更に増加することが⾒込まれていることを踏まえ、平成 25 年 9 ⽉、

厚⽣労働省において、「認知症施策推進５か年戦略（オレンジプラン）」が策定された。オレンジプラン

の柱の⼀つとして、認知症初期集中⽀援チームが創設されるに⾄った背景には、1）早期対応の遅れ

から認知症の症状が悪化し、⾏動・⼼理症状等が⽣じてから、医療機関を受診している例が散⾒され

る。2）ケアの現場での継続的なアセスメントが不⼗分であり、適切な認知症のケアが提供できていない。

3）これまでのケアは、認知症の⼈に「危機」が⽣じてからの「事後的な対応」が主眼となっていた。 

これに対し、今後⽬指すべきケアは、「早期⽀援機能」と「危機回避⽀援機能」を整備し、「危機」の

発⽣を防ぐ「早期・事前的な対応」に基本をおくことが求められる。この「早期⽀援機能」として期待される

のが、「認知症初期集中⽀援チーム」である。このチームは、地域での⽣活が維持できるような⽀援を、で

きる限り早い段階で包括的に提供するものであり、新たな認知症ケアパスの「起点」に位置づけられる。 

本事業の前⾝にあたる平成24年度事業で⾏った全国3か所のモデル実践の結果を踏まえ、認知症

初期集中⽀援チームの活動スキームが検討された。それを受け継ぐ形の 25 年度事業では、まず、認知

症初期集中⽀援チーム員の養成を⽬的とする研修を企画・実施、次年度以降も視野に⼊れた研修

テキストも作成した。また、並⾏して、昨年度の検討による活動スキームを基にしたモデル事業を全国 14

か所で⾏い、6 か⽉間で約 500 例の事例が集積された。併せて、全てのモデル事業実施⾃治体を巡回

し活動状況の進捗管理を⾏うことで活動上の課題を明確化し、モデル事業期間中の 2 回⽬の研修等

において課題の解決に向けフィードバックするなど、研修とモデル事業の連動性の充実も図った。 

地域の認知症の⼈や家族を早期から⽀えるための、「認知症初期集中⽀援チーム」の活動の充実

に向けて、今後も有⽤性の検証はさらに必要であるが、本年度事業では、その原型となる⼈員・費⽤・

運営等に関する要素が多⾯的に把握、考察されたと考える。今後、さらに多くの地域で試みるための、

教育ツールの改善や運⽤システムの構築を推進し、最終的には国内全域での円滑な実施にむけて、さ

らなる実践の蓄積や内容の分析が継続的に実施できる体制を整える必要があると考える。 
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Ⅰ 事業概要 
  1. 事業名 

認知症の早期診断、早期対応につながる初期集中⽀援サービスモデルの開発に関する調査研究事業 

  2. 事業⽬的 

認知症の⼈やその家族に早期に関わる「認知症初期集中⽀援チーム」が実践するサービスの標準化を図
り、実践モデルから効果的な⽀援⽅法について検証・検討を⾏う。また、チーム員の質の確保を図るための教
育ツールを開発する。 

  3. 事業実施期間 

     平成 25 年 5 ⽉ 31 ⽇ から 平成 26 年 3 ⽉ 31 ⽇ まで 

  4. 事業内容 

    かかる事業⽬的のために、全国の有識者を中⼼に、また、昨年度の体制を踏まえ、委員会を組成した。委
員会の下に、認知症初期集中⽀援チーム員への研修実施および教材制作を担当する「研修検討部会」、
モデル実践地区における活動の評価および⽀援内容の検討を担当する「モデル事業評価部会」を設置した。 

4-1 事業の具体的な内容 

   具体的には、以下の 2 つの項⽬を柱として、上記各部会が所掌し、委員会は全体を統括した。 

     ①認知症初期集中⽀援チーム員への研修（研修検討部会） 

       ・カリキュラムの開発、教材（テキスト）の作成 

       ・研修の実施（モデル 14 地域のチーム員を集め、2 回の研修を実施） 

     ②モデル事業の進捗管理および初期集中サービス内容の検討（モデル事業評価部会） 

       ・モデル地域における認知症初期集中⽀援チームの活動内容・課題の抽出 

       ・チームの安定的、継続的な活動のための経済的、実務的基盤に関する検討 

       ・事例集積によるサービス内容の検証、およびチーム員要件等の検討 

図表 1-1  事業の実施体制 
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    4-2 委員会体制および開催状況 

［委員会］                                             
 ⽒ 名 所 属
座⻑ ⿃⽻  研⼆ 国⽴⻑寿医療研究センター  病院⻑ 
 鷲⾒  幸彦 国⽴⻑寿医療研究センター  脳機能診療部⻑ 

 粟⽥  主⼀ 東京都健康⻑寿医療センター 研究部⻑ 
 筒井  孝⼦ 国⽴保健医療科学院 統括研究官 
 ⼭⼝  晴保 群⾺⼤学⼤学院 教授 
 東  憲太郎 公益社団法⼈全国⽼⼈保健施設協会 副会⻑ 
 武⽥  章敬 国⽴⻑寿医療研究センター 脳機能診療部医⻑ 
 清家  理 京都⼤学こころの未来研究センター 上廣こころ学研究部⾨ 助教 
 宮崎 和加⼦ ⼀般社団法⼈全国訪問看護事業協会 事務局⻑ 
 ⾼橋  裕⼦ 世⽥⾕区 介護予防・地域⽀援課 係⻑ 

厚⽣労働省⽼健局⾼齢者⽀援課認知症・虐待防⽌対策推進室 
〈事務局〉  独⽴⾏政法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター 

 
［研修検討部会］ 

 ⽒ 名 所 属
座⻑ 鷲⾒  幸彦 国⽴⻑寿医療研究センター  脳機能診療部⻑ 

 粟⽥  主⼀ 東京都健康⻑寿医療センター 研究部⻑ 
 筒井  孝⼦ 国⽴保健医療科学院 統括研究官 
 武⽥  章敬 国⽴⻑寿医療研究センター 脳機能診療部医⻑ 

 

［モデル事業評価部会］ 
 ⽒ 名 所 属
座⻑ 粟⽥  主⼀ 東京都健康⻑寿医療センター 研究部⻑ 

 鷲⾒  幸彦 国⽴⻑寿医療研究センター  脳機能診療部⻑ 
 筒井  孝⼦ 国⽴保健医療科学院 統括研究官 
 清家  理 京都⼤学こころの未来研究センター 上廣こころ学研究部⾨ 助教 
 宮崎 和加⼦ ⼀般社団法⼈全国訪問看護事業協会 事務局⻑ 
 ⾼橋  裕⼦ 世⽥⾕区 介護予防・地域⽀援課 係⻑ 

 

【委員会】 
     第1回 委員会 

⽇時   平成25年7⽉30⽇（⽔） 

議事   1 平成24年度事業の確認 

       2 平成25年度事業の事業計画 
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       3 認知症初期集中⽀援チーム設置促進モデル事業 

         ①モデル事業実施について 

         ②認知症初期集中⽀援チーム員研修について 

         ③モデル事業進⾏管理について 

     第2回 委員会 

⽇時   平成26年1⽉22⽇（⽔） 

議事   1 平成25年8⽉以降の事業の進捗について（報告事項） 

         ①認知症初期集中⽀援チーム員研修の実施状況 

         ②モデル事業の進捗状況 

           ・モデル事業実施地域のチーム員会議巡回 

           ・実績報告（8~11⽉） 

       2 事業の取りまとめに向けて（検討事項） 

【部会】 
       第1回 モデル事業評価検討部会 

⽇時   平成25年8⽉21⽇（⽔） 

議事   1 本部会のミッション確認 

         2 事業の進捗管理 

           ①認知症初期集中⽀援チーム設置促進モデル事業の⼯程表（例⽰）等について 

           ②認知症初期集中⽀援チーム設置促進モデル事業実績報告書（案）の様式について 

           ③具体的な進捗管理⽅法について 

       第1回 合同部会（第2回モデル事業評価検討部会・第1回研修検討部会） 

⽇時   平成25年11⽉1⽇（⾦） 

議事   1 事業進捗状況の報告と確認 

         2 モデル事業の進捗状況 

           ①14地域のモデル事業の進捗と全体課題等について 

           ②具体的な活動と課題について 

           ③モデル事業地域への巡回について 

         3 第2回研修：実践報告会 

           ①研修概要およびプログラム構成案について 

           ②報告様式の提供について 

         4 事業成果物 

       第2回 研修検討部会 

⽇時   平成25年11⽉15⽇（⾦） 

議事   1 実践報告会のねらいについて 
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         2 プログラム構成の検討 

           ①第1部（各地域からの実践報告）について 

           ②第2部について 

       第2回 合同部会（第3回モデル事業評価検討部会・第2回研修検討部会） 

⽇時   平成26年3⽉14⽇（⾦） 

議事   1 報告書等作成について 

         2 事業進捗状況の報告と確認 

         3 25年度事業の総括と26年度事業に向けて 

 

4-3 事業スケジュール 

  委員会および各部会は、おおむね以下のスケジュールで進⾏した。 

研修検討部会では、8 ⽉初旬に予定した第 1 回認知症初期集中⽀援チーム員研修に向け、昨年度
成果を受けて研修テキストの制作を⾏った。第 1 回研修後は、モデル事業の経過報告や課題収集からの
情報を受けながら、第 2 回チーム員研修についてのカリキュラム検討を⾏った。 

モデル事業評価部会では、まず、第 1 回チーム員研修後に実質的にスタートするモデル事業にあたって、
各地域からの実績報告に⽤いる報告フォーマットの検討を⾏った。以降、2 ヶ⽉ごとの実績報告から課題
整理を⾏うとともに、チーム員会議⽇程に合わせて、全地域への巡回視察を⾏った。 

 

図表 1-2  事業スケジュール 
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Ⅱ 認知症初期集中⽀援チーム設置促進モデル事業 
 
 本事業では、モデル事業評価部会を設置し、モデル事業に取り組む⾃治体への巡回を実施した。その中で、
チーム員会議の傍聴やチーム員との意⾒交換を⾏いながら事業の進捗管理と評価を⾏った。また、各モデル地
域から提出された実績について検討を⾏い⽀援内容等の検討を⾏った。 
 
1. モデル事業概要と実施市町村 

モデル事業は厚⽣労働省⽼健局の認知症施策等総合⽀援事業のうち「市町村認知症施策総合⽀援事
業実施要綱」（図表 2-1 参照）に定められており、個別⽀援としての認知症初期集中⽀援のスキームは、図
表 2-2 のとおりである。 

事業の実施主体は市町村（特別区を含む）となっており、 平成 25 年度は全国 14 ⾃治体で実施した。
図表 2-3 に全国の実施地域と規模別の地域⼀覧に⽰す。 

事業内容は、①普及啓発推進事業、②認知症初期集中⽀援の実施、③「認知症初期集中⽀援チーム
検討委員会」の設置という３つの事項の構成となっている。  

 

図表 2-1 実施要綱（抜粋） 
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図表 2-2 モデル事業における認知症初期集中⽀援のスキーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（以下 略） 
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図表 2-3 モデル事業実施地域⼀覧 
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2．モデル事業の進捗状況の管理 

全国 14 地域で実施するモデル事業の進捗状況の管理は、モデル事業評価部会が担当した。事業開始から
の時系列の取り組みについては図表 2-4 の通りである。以下では、同部会における進捗管理について詳説する。 

 

図表 2-4 認知症初期集中⽀援チーム等設置促進事業 時系列の取り組み 
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2-1 実績報告の各種フォーマットの検討 

 モデル事業評価部会では、事業実施主体である市町村が事業を計画的に実施し、かつその活動のプロセ
スを確認するために、事業開始当初に市町村ごとのモデル事業の⼯程表の作成の検討を⾏った。14 地域の
⼯程表およびモデル事業の実施体制図を図表 2-5 に⽰す。 

また、事業全体の経過を的確に把握できるよう実績報告書の様式を部会で検討した（図表 2-6）。具
体的な実績報告の内容は「3 実績報告」に取りまとめる。 

 

以下に今回作成した実績報告書の検討内容を⽰す。 

 

①普及啓発推進事業 （様式 1） 

認知症初期集中⽀援事業に関すること、認知症全般に関することに⼤別し、対象者・⼈数、実施
⽇時、場所、内容を記載できるようにした。 

②認知症初期集中⽀援 （様式 1、様式 2、様式 3） 

     相談事例数、訪問実績、1 事例が終了するまでの平均関与期間・対応所要額が把握できるように
した。さらに、チーム員会議の実績においては、回数や⼀回あたりの所要時間、1 事例あたりの所要時間
に加え、課題や⼯夫・考慮した点など記⼊できることとした。また個別の事例については、訪問⽀援対象
例総括表で全体を把握し、個別票にて各事例のサマリーが終了時には作成できることとした。 

③認知症初期集中⽀援チーム検討委員会 （様式 1） 

     委員会の構成員として役職や⽒名を添付してもらい、実施状況として議事内容や検討された内容を
明らかにするとともに、各市町村で独⾃に⼯夫考慮した点、苦慮した点も記載できるような様式とした。 

④事業全体の成果 （様式 1） 

     本事業を⾏うことで得られる成果として、認知症に関する社会資源の情報収集や整理の結果や認
知症初期集中⽀援チームの活動ツール、その他実践結果として得られたものについて記載できるように
した。 
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図表 2-5  14 モデル地域の体制図と⼯程表 
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  ［福島市］ 
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  ［前橋市］ 
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  ［世⽥⾕区］ 
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  ［⻑野市］ 
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  ［敦賀市］ 
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  ［宇治市］ 
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  ［神⼾市］ 
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  ［新⾒市］ 
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  ［宇部市］ 
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  ［荒尾市］ 
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  ［南⼤隅町］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 24 - 
 

図表 2-6  実績報告様式 

   様式 1：全体報告 
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   様式 2 事例総括表 
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    （続き；モデル事業の進捗に応じて追加された項⽬を含む） 
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   様式 3 個別表（対象者ごとに作成） 
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2-2  各地域の巡回による進捗管理 

   巡回の⽬的を以下に定め、前掲の図表 2-4 のとおり、平成 25 年 10 ⽉から平成 26 年 2 ⽉末までの 4 ヶ
⽉間で 14 地域の活動実態を把握した。 

なお、巡回は、専⾨医を含むチーム員と⾃治体が⼀同に会する機会としての「チーム員会議」を傍聴するこ
ととし、チーム員や⾃治体職員との意⾒交換を⾏った。1 地域にかかる巡回の所要時間はおおむね 2〜3 時
間であった。（14 地域からは、チーム員会議および検討委員会の開催状況事前にヒアリングし、部会委員を
中⼼に巡回⽇程を組んだ） 

 

図表 2-7  チーム員会議・検討委員会の開催状況等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) モデル地域巡回の⽬的 

巡回の⽬的を以下の５つに定め、チーム員会議の傍聴、ヒアリング、意⾒交換を実施した。 

 

①実際の事業運営内容の明確化、 

②事業のスキームと実際の事業とのギャップの確認、 

③設置主体毎の特徴の抽出 

④チーム員の役割の明確化 

⑤チームにおける事例対応機能（⽀援機能）の可視化 
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(2) 巡回の⼿順及び結果について 

巡回でのチーム員会議の傍聴においては、進⾏管理として、司会者の役割、構成員の役割等に課題
をもつ地域も多く、いずれも⼿探りでの実施体制を進めている状況であり、チーム員会議の効果的な実施
が、まず⼤きな課題であった。 

また、個別事例の情報量の不⾜やアセスメント結果の確認⽅法等の地域差がみられ、具体的にチーム
員会議ではどのような内容まで確認を⾏い、どのような内容について、だれが、何を、どのようにケア⽅針へ
反映させて⾏くかという視点でのチーム員会議の有効な運営が課題であり、さらにそれを記録として残せる
かという課題もあった。 

そこで、チーム員会議におけるチェックポイントを図表 2-8-1 のように作成し、その内容にそって巡回を⾏う
こととした。巡回の経過は、チーム員会議、医療連携、訪問活動の 3 分野を共通の視点として、図表
2-8-2 のように整理し、その間に⾏われた委員会やモデル事業評価部会等に報告した。 

図表 2-8-1  巡回チェックポイント 
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図表 2-8-2 巡回の結果および課題⼀覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、チェックポイントについては、各地域のチーム員会議のセルフチェックにも活⽤できるとの観点から、チ
ーム員会議第 2 回チーム員研修において、模擬チーム員会議として 3 つの事例の検討をした後、研修受
講者全員へ還元した（図表 2-9-1、2-9-2）。 

なお、その模擬チーム員会議で使⽤した事例は、各地域における実践事例から、①効果的な関わりが
⾏えた事例、②関与が困難な事例、③標準的な事例をそれぞれ提出してもらい（図表 2-10）、その中
から特徴的な 3 つの事例（MCI と軽度認知症、認知症と⾝体合併、介⼊の拒否）を選択し、基礎情報
として提⽰した。 

モデル事業の進捗管理から得られた情報（課題）や事例をチーム員研修のプログラムや資料・素材へ
の反映させることで、よりモデル事業の活動と研修双⽅をより実践的かつ効果的に⾏うことができた。 

 

 

 

 

 



- 31 - 
 

図表 2-9-1 チーム員会議 議事録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-9-2 チーム員会議 進⾏プロセスのチェックリスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 32 - 
 

図表 2-10 14 地域から収集した代表的な事例 概要⼀覧 
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3．実績報告 

3-1  6 ヶ⽉間の全体実績 

前述の通り、モデル事業を実施する 14 地域からの活動実績を収集するスキームを整え、2 ヵ⽉ごとに活動
データを集積していった。また、事業期間中に実施した委員会および部会、またチーム員研修等では、それぞ
れのタイミングにおいて整理できる期間の活動実績報告を⾏うとともに、そこでの中間的評価や各地域に共通
する課題対応等についてフィードバックを⾏った。 

以下では、平成 25 年 8 ⽉〜平成 26 年 1 ⽉までの 6 ヶ⽉間のデータを⽤いて、14 地域の認知症初期
集中⽀援チームの活動内容を整理する。 

     

   3-1-1 チーム活動の状況 

    ① 全体像 

14地域別に平成 25年 8⽉〜平成 26年 1⽉のチーム活動状況の全体像を⼀覧で⽰す。 

以下、「訪問実績・活動の状況」、「具体的な初期集中⽀援の状況」について、順に収集データを整理
する。なお、訪問実績・活動の状況では、図表 2-11 の項⽬以外にも、所要時間や費⽤に関するデータに
ついても提⽰する。 

図表 2-11 チーム活動の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※仙台市は平成 25年 10⽉ 9⽇キックオフであったため 8〜9⽉の訪問実績なし 
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    ② 訪問対象者の属性等 

14地域の総事例数 507例の性別、年齢等の属性内訳は図表 2-12 のとおりであった。 

図表 2-12 訪問対象者の属性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ③訪問実績・活動の状況 

      ③-1 訪問の状況 

平成 25 年 8 ⽉〜平成 26 年 1 ⽉の 6 ヶ⽉間の訪問実績は、訪問事例数が 507 例（最⼤ 48

例、最⼩ 8 例）で、1 地域あたり平均 36.2 例を訪問していた。（仙台市を除く 1 地域あたり平均は
38.4例）1事例あたりの平均延べ訪問回数は 3.14回であった。 

図表 2-13-1 訪問事例数・延べ件数、1 事例あたり訪問回数 
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      ③-2 ⽀援対象者の把握率等 

各モデル地域での⼈⼝規模が異なるため、⼈⼝ 10 万対での状況をみると、⽀援対象者の把握率
は最⼤値 490.0（⽩鷹町）、最⼩値 5.9（世⽥⾕区）、平均 32.3であった。訪問実施率は、最⼤
値 416.7（南⼤隅町）、最⼩値 5.3（世⽥⾕区）、平均 20.7 であった。 

また、訪問事例に占める困難事例の割合は、平均 50.4%であった。 

図表 2-13-2 ⼈⼝ 10 万対訪問対象者把握率・訪問実施率、困難事例の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ③-3 把握から初回訪問までの⽇数 

対象者の把握から認知症初期集中⽀援チームの初回訪問までの⽇数は、平均 16.1⽇を要してい
る。また、把握から 7 ⽇以内にチームが訪問していたのは全体の 40.5%（前回:4 ヶ⽉間実績では
38.2%）、14⽇以内が 64.8%、（同 62.6%）、30⽇以内が 82.5%（同 78.6%）を占めた。 

図表 2-13-3 対象者の把握から初回訪問までの⽇数 
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      ③-4 チーム員会議の所要時間 

チーム員会議の所要時間について、1 回あたりの所要時間は、90.1 分で、実施当初の 2 ヶ⽉間実
績（平成 25年 8〜9⽉）から 21.5分短縮されていた。また、1事例あたりの所要時間は 23.2分で、
同じく、11.7分短縮されていた。 

図表 2-13-4 チーム員会議の所要時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  3-1-2 具体的な初期集中⽀援の状況（終了事例を中⼼に） 

6 ヶ⽉間のチーム活動では 507例への訪問が⾏われた。そのうち、平成 26 年 1⽉末時点で初期集中
⽀援が終了した事例は、166例（継続⽀援者 341例）であった。 

以下、終了事例について、「介⼊開始時の状況」、「⽀援終了時の状況」を中⼼に整理して⽰す。 

    ①チームの介⼊開始時の状況 

      ①-1 認知症⽇常⽣活⾃⽴度 

166 例の認知症⾼齢者の⽇常⽣活⾃⽴度は、⾃⽴度Ⅰが 31.9%、Ⅱa が 30.1%、Ⅱb が 17.5%

となり、⾃⽴度Ⅱ以下の⾼齢者が 8割超であった。 

図表 2-14-1 認知症⽇常⽣活⾃⽴度 
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      ①-2 医療・介護サービスの利⽤状況等 

医療・介護サービスの利⽤状況は、いずれも「未利⽤者」と「かつて利⽤」を併せた現在利⽤していな
い割合が 8割超を占めた。 

要介護認定は 6 割が未申請であった。認定者 4 割のうち、ほとんどを要介護 2 以下の軽度が占め
た。 

図表 2-14-2 医療・介護サービスの利⽤状況、要介護認定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ②⽀援終了時の状況 

⽀援終了者 166 例について、｢認知症の診断｣の側⾯および「医療・介護サービス等」の側⾯から、終
了時の状況（開始時からの変化）を以下に整理する。 

      ②-1 認知症の診断について 

        鑑別診断・除外診断の実施状況は、「実施」が 59%、「未実施」が 24%、「必要なし」が 17%であった。 

図表 2-15-1 鑑別診断・除外診断の実施状況 
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        「実施」の 98 例の診断結果をみると、88 例（90%）が「認知症」と診断され、うち「アルツハイマー病」
55例、「⾎管性認知症」10例、「レビー⼩体型認知症」「混合型」「分類不明」6例ずつであった。 

        また、「認知症以外」の 10例は、「うつ病等」4例、「正常」3例、「MCI」2例、「統合失調症」1例とい
う内訳であった。 

図表 2-15-2 鑑別診断・除外診断を受けた結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        続いて、「未実施」の 40 例について、チーム内において 26 例を「認知症」と判断、13 例を「認知症以
外」と判断した。認知症と判断した 26例のうち、18例が「分類不明」であった。 

また、「（診断の）必要なし」の 28例のうち「既に診断済」が 15例であった。「未診断」13例について、
2例を「認知症」と判断、11 例を「認知症以外」と判断していた。11 例の内訳は、「正常」5例の他、「う
つ病等」、「⼈格障害」、「妄想障害」、「統合失調症」などが含まれた。 

図表 2-15-3 診断未実施、必要なしについての判断 
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        ⽀援終了時において、診断およびチームの判断によって認知症領域とされた事例は 131例（88＋26

＋15＋2例）と、約 8割を占めた。なお、認知症以外では、精神・⼈格障害が 32.4%を占めた。 

図表 2-15-4 認知症領域の占める割合等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ②-2 認知症の医療・介護サービス等について 

        まず、医療・介護サービス等の利⽤の前提（理由）となる、チームが関与するまでの認知症症状の
罹患期間をみると、「6 ヶ⽉未満」が約 1割を占め、「1年未満」と併せると約 3割に上った。 

        他⽅、チームが関与するまでに 1 年以上罹っている事例が全体の 67.3%を占めており、「9 年以上」と
した事例も 5例（3.8%）あった。 

         ※②-2 の Nは診断またはチーム判断によって認知症領域の疾患とした 131例としている 

図表 2-16-1 チームが関与するまでの認知症症状の罹患期間 
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        介⼊時、終了時における医療・介護サービス等の利⽤状況をみると、介⼊時に認知症の医療サービ
スを受けていない事例（未利⽤＋かつて利⽤）は 80.9%を占め、介護サービスでは 84%を占めていた。 

        終了時には、医療サービスを「導⼊した（既利⽤を含む）」事例が 77.1%であった。導⼊できなかった
29 例の内訳としては、「本⼈・家族の拒否」11 例（導⼊なし事例の約 4 割）、「主治医が必要ないと
判断した」5例、「他の悪化による⼊院」3例、「その他」8例であった。 

また、介護サービスでは「導⼊した」事例が 71%であった。導⼊できなかった 32例のうち 13例（40.6%）
はインフォーマルサービスにつながっていた。導⼊できなかった内訳は「本⼈・家族の拒否」9 例、「⼊院や
⼊所」4例、また、「まず医療機関受診を優先した」等の理由もみられた。 

図表 2-16-2 介⼊時・終了時の医療・介護サービス等利⽤状況 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ②-3 アセスメントツールのスコア⽐較 

また、介⼊時と終了時（介⼊後）における基本アセスメントツールのスコアの⽐較は図表2-17のとお
りであった。 

図表 2-17  アセスメントツールのスコア⽐較 
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    ③⽀援終了者の転帰・引継先 

終了者の転帰は、引き続き「在宅継続」が 115 例（88%）、医療機関への「⼊院」に⾄った例が 7 例
（5%）、特別養護⽼⼈ホームやグループホームへの「⼊所・⼊居」に⾄った例が 7例（5%）であった。 

続いて、終了者の引継先としては、「介護⽀援専⾨員」が 65例（50%）、「地域包括⽀援センター」が
56例（43%）、かかりつけ医をはじめとする「医療機関」が 8名（6%）であった。 

      なお、「死亡」が 2例あった。 

図表 2-18  ⽀援終了者の転帰・引継先 

                     【転帰】                                【引継先】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ④介⼊〜⽀援終了までの訪問活動について 

前掲の 6 ヶ⽉間の活動実績のうち、具体的な初期集中⽀援が終了に⾄った 166 事例について、⼀連
のチーム活動がどのような内容であったか、訪問回数や所要⽇数、所要額（費⽤）等を整理する。 

       ④-1 チーム員の訪問回数および所要⽇数 

介⼊から⽀援終了までの平均訪問回数は 3.12回であった。また、対象者把握、初回訪問、終了と
いう各地点間の所要平均⽇数は図表 2-19-1 のとおりであった。 

図表 2-19-1  訪問⽇数と所要⽇数 
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       ④-2 訪問回数ごとの平均訪問所要時間 

訪問回数ごとの平均所要時間の推移をみると、初回訪問では 76.97 分を要していたが、2 回⽬
58.17分、3回⽬ 53.29分と少しずつ短縮していた。もっとも、そのまま回数に反⽐例して短縮されること
はなく、50分前後で⼀定の下げ⽌まりとなった。 

図表 2-19-2  訪問⽇数と所要⽇数 

 

 

 

 

 

 

 

       ④-3 1事例あたりの所要時間 

         終了事例 1 事例あたりの平均所要時間は約 14 時間であり、うち、訪問時間は 4.13 時間で約 3

割を占めていた。 

図表 2-19-3  1 事例あたりの所要時間（地域別） 
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       ④-4 1事例あたりの対応所要額（費⽤） 

         終了事例 1 事例あたりにかかる対応所要額は、⼈件費、交通費、会議費等すべてを含めて平均
45,216円であった。 

         なお、1 事例あたり平均所要額が突出している地域については、チーム員の⼈数の多寡やチーム員
会議に多職種を召集するため、等が主な理由であった。 

図表 2-19-4  1 事例あたりの対応所要額（費⽤） 
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  3-2  モデル地域ごとの活動実績 

(1) 各地域のモデル事業の活動サマリ 

モデル事業実施の地域ごとに 1 ページを使い、上段に、年度末に提出頂いた各地域のモデル事業全体
の活動サマリを⽰し、下段に、第 2 回チーム員研修（H25.12）の際に提供頂いた「チーム員会議」、「医
療連携」、「チーム活動」に関する実態と課題および意⾒をそれぞれ整理した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下段では、モデル事業期間の折り返し地点にあたって、各地域が 3 つの課題・テーマについて、どのように
対応しているのか、また、うまくいっている点、⼯夫している点などが整理されている。 

上段では、期間終了時において、モデル事業期間中を通じて実施された、2 回のチーム員研修、2 ヶ⽉
ごとの実績報告（活動の振り返り）、チーム員会議への巡回（受け⼊れ）、2 回の⾏政担当者連絡会
議などを経て、共通課題のフィードバックや他の地域との情報交換を⾏い、それぞれの地域事情やチームの
設置形態に応じたチーム活動をどのように展開したのか、がまとめられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

モデル事業期間終了時点の 
事業活動全体のサマリ 

第 2 回チーム員研修時の
3 テーマの実態と課題 
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図表 2-20  14 モデル地域の活動サマリ 
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 (2) 各地域で作成された様式、媒体等成果物について 

  本モデル事業の実施にあたっては、⼯程表に従って各⾃治体やチームの実情に応じて、マニュアル、各
種様式、ツール、その他各種⽂書、媒体が作成された。 

それらを⼀覧で取りまとめたものが、下記の表 2-21 である。成果物としての標記⼤別すると 「Ⅰチーム
活動に関する広報媒体として住⺠向け、関係機関・団体向けのもの」、「Ⅱ チーム活動様式としてチーム
の対応⼿順･マニュアル様式や事業やチームのフロー図、アセスメントシート等」、Ⅲ 「認知症初期集中⽀
援チーム検討委員会設置要綱や委員会名簿」等が作成され、それらを⽤いて実践がなされた。 

各地域で作成された様式、媒体等は、現場での実践を通じて、より効率的で効果的なものへとバージョ
ンアップされており、この取りまとめ時以降においても、改善されているところである。 

本報告書においては、下記の中から代表的なものを抜粋し提⽰する。  

図表 2-21 各地域で作成された様式、媒体等成果物⼀覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各地域から提供された様式等の成果物は平成 26 年 2 ⽉末現在のものである）
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   ① 広報（苫⼩牧市;上段、新⾒市;下段） 
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   ② 医師会等関係機関協⼒依頼：抜粋（世⽥⾕区;上段、前橋市;下段） 
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   ③ 活動マニュアル：抜粋（世⽥⾕区;上段、仙台市;下段） 
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   ④ チームの対応フロー図（神⼾市;上段、南⼤隅町;下段） 
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  ⑤ 記録・連携等に⽤いる様式集（苫⼩牧市） 
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   ⑥ 主治医との連絡（前橋市;上段、敦賀市;下段） 
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   ⑦ 同意書（前橋市;上段、神⼾市;下段） 
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   ⑧ 家族⽀援ガイドブック（前橋市） 
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   ⑨ 検討委員会設置要綱（⽩鷹町;上段、宇部市;下段） 
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Ⅲ 認知症初期集中⽀援チーム員研修 

 

昨年度事業において検討された研修カリキュラムをベースに、モデル事業実施地域の認知症初期集中⽀援
チーム員および実施⾃治体の担当者を対象に、2 回の研修を実施した。第 1 回は、認知症初期集中⽀援チー
ムの概要や役割の講義を中⼼に、第 2 回は、それぞれの地域での⼀定期間の実践を踏まえた模擬演習や追加
講義などを内容とした。以下、各回の概要と使⽤教材等について整理する。 

 

1. 第 1 回チーム員研修 

 

1-1 実施概要  

 

 (1) ⽬的 

認知症初期集中⽀援チームのモデル事業を実施するにあたり、認知症の⼈や家族に関わり、アセスメント、
家族⽀援などの初期の⽀援を包括的、集中的に⾏い、⾃⽴⽣活のサポートを⾏う初期集中⽀援チーム員
の資質の向上を図るため、専⾨的な知識や技術の習得を図ること等を⽬的とする。 

 

 (2) 対象者・受講者 

   ①対象者 

・モデル事業を実施する市区町の認知症初期集中⽀援チーム員 

・実施⾃治体の担当者   

   ②受講者 

      14 地域    86 名  

職種内訳；医師 1、保健師 24、看護師 10、作業療法⼠ 16、 

社会福祉⼠ 11、介護福祉⼠ 9、精神保健福祉⼠等 8、他事務 
 

 (3) ⽇程およびプログラム 

   ①⽇程    平成 25 年 8 ⽉ 2 ⽇（⾦）  9:50〜17:10 

                        8 ⽉ 3 ⽇（⼟） 10:00〜16:30 

   ②会場    ベルサール神⽥ 会議室 （8/2：2 階 hall、8/3：3 階 Room1） 

〒101-0053  東京都千代⽥区美⼟代町７ 住友不動産神⽥ビル 2･3 階  
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   ③プログラム 

図表 3-1 第 1 回チーム員研修プログラム 

８⽉２⽇（⾦） １⽇⽬ （DASC 研修と合同開催）                   （於:２階 Hall）   

時 刻 カリキュラム 
 9:50 オリエンテーション（DASC 研修・認知症初期集中⽀援チーム員研修） 
10:10 筆記試験 1 回⽬：DASC 研修 

10:40 Ⅰ 地域包括ケアシステムと認知症施策（認知症施策の前提となる地域包括ケアシステムの考え⽅） 

11:20 休 憩 

11:30 Ⅱ 事業概要（認知症施策における認知症初期集中⽀援チームの位置づけ） 

11:50 Ⅲ 認知症初期集中⽀援チーム員の果たすべき役割（認知症初期集中⽀援チームとは） 

12:30 昼休憩 

13:20 Ⅳ-1  認知症の総合アセスメント① 

15:05 休 憩 
15:15 模擬アセスメント演習（DVD 視聴） 
16:00 筆記試験 2 回⽬：DASC 研修 
16:25 質疑応答 

16:40 模擬アセスメント演習（試験結果含む） 
16:55 1 ⽇⽬ 閉会 （2 ⽇⽬オリエンテーション） 

８⽉３⽇（⼟） ２⽇⽬                                         （於:3 階 Room1）   

時 刻 カリキュラム 
10:00 今後のモデル事業の取組みについて 

10:30 Ⅳ-2  認知症の総合アセスメント② 

11:00 Ⅴ 認知症初期集中⽀援における具体的活動① 

12:00 昼休憩 

13:00 Ⅴ 認知症初期集中⽀援における援助② 

14:00 筆記試験 3 回⽬：認知症初期集中チーム員研修 
14:30 休 憩 

14:40 Ⅵ 認知症初期集中⽀援チーム事業の基本となるガバナンスの構築 

15:20 質疑応答・筆記試験(3 回⽬)解説 
15:50 「認知症者および家族対応ガイドライン」について（DVD 活⽤⽅法等） 
16:00 閉会オリエンテーション  
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1-2 講義教材 

(1) 研修テキスト 

      研修テキストは、2 ⽇間⽇程の第 1 回チーム員研修プログラムに合わせる形で構成され、⽬次は以下の
通りである（なお、テキスト全編は CD-ROM で付属）。 

図表 3-2 チーム員研修テキスト⽬次 

Ⅰ章 事業概要 

Ⅱ章 地域包括ケアシステムと認知症施策 

１ 地域包括ケアシステムとはなにか 

（1）地域包括ケアシステムを必要とした⽇本の現状 

（2）地域包括ケアシステム構築の導⼊経緯 

（3）これからの地域包括ケアシステムの在り⽅ 

２ ⽇本の認知症ケア施策の⽅向性 

（1）認知症国家戦略の導⼊ 

（2）⾼齢者の施設⼊所を巡る状況 

（3）早期診断と初期集中⽀援の必要性 

３ 地域包括ケアシステムの構築にむけた基本的考え⽅ 

（1）integrated care の理論からみた整理 

（2）多職種協働⽀援を実現するための前提 

（3）地域包括ケアシステムの基本となる多職種協働（臨床的統合）の在り⽅ 

Ⅲ章 認知症初期集中⽀援チーム員の果たすべき役割 

１ 認知症初期集中⽀援チーム活動の前提となるもの 

（1）定義 

（2）モデル事業の実施主体と⽀援チームの構成 

（3）チーム員の役割と活動体制 

２ 認知症初期集中⽀援チームの活動内容（事業内容） 

（1）普及啓発 

（2）対象者の把握 

（3）情報収集 

（4）アセスメント 

（5）初回家庭訪問 

（6）チーム員会議 

（7）認知症初期集中⽀援の実施 

（8）初期集中⽀援の終了 

（9）引継ぎ後のモニタリング  

（10）初期集中⽀援に関する記録 

（11）認知症初期集中⽀援チーム検討委員会の設置 

３ 認知症初期集中⽀援チーム活動の評価について 

４ 本モデル事業の報告について 

Ⅳ章 認知症の総合アセスメント 

１ 認知症の総合アセスメントの重要性 

２ 認知症に関する基礎知識と代表的な認知症疾患 
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３ アセスメントツールの使⽤⽅法 

（1）DASC とは 

（2）DASC を⽤いる場合の留意点について 

（3）DASC の評価⽅法 

（4）DBD13 とは 

（5）DBD13 を⽤いる場合の留意点について 

（6）DBD13 の評価⽅法 

（7）Zarit 8 とは 

（8）Zarit8 の評価⽅法 

（9）⾝体の様⼦のチェック 

（10）⾝体のチェック項⽬から考えること 

４ 模擬アセスメント 

Ⅴ章 認知症初期集中⽀援における具体的活動 

１ ⽀援のための基本的プロセス 

（1）相談の応需 

（2）アセスメント（初回家庭訪問を含む） 

（3）アセスメントの結果とそれに基づく初期⽀援 

（4）チーム員会議 

（5）⽀援の実施 

（6）終結、引き継ぎ、モニタリング 

２ 医療機関への受療⽀援 

（1）医療機関への受診勧奨 

（2）医療機関との情報共有 

（3）医療を継続するための確認事項 

３ 家族介護者への⽀援 

（1）家族介護者を⽀援することの重要性 

（2）家族介護者⾃⾝のニーズの把握 

（3）家族介護者をねぎらうこと 

（4）困った時には相談に乗ることを伝えること 

（5）家族介護者の介護負担や健康状態を評価し，介護負担の軽減と健康保持に関する⽀援を⾏うこと 

（6）情報を提供すること 

（7）若年性認知症の⼈の家族介護者への⽀援 

（8）家族介護者を⽀援するためのマニュアルづくり 

４ 認知症の⾏動・⼼理症状（BPSD）への対応や予防に関する⽀援 

Ⅵ章 認知症初期集中⽀援チーム事業の基本となるガバナンスの構築 

１ 市区町村によるビジョン設定 

２ 認知症初期集中⽀援チーム検討委員会の役割と運営⽅法 

（1）検討委員会の設置主体と構成例 

（2）委員会の設置および開催頻度 

（3）委員会の内容 

３ 認知症初期集中⽀援チームに係る地域包括ケアシステム関係機関の役割と調整 

（1）地域包括ケアシステムの構築を進めるための戦略 

（2）地域包括ケアシステム整備における市区町村の役割と各機関間の調整の実際 

（3）地域包括ケアシステム整備における評価の考え⽅とその指標の例 

（参考資料） 
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(2) 講義スライド抜粋 

      それぞれの講義は、担当講師（主に、本事業の委員で構成）が作成したパワーポイントスライドによって
⾏われた。以下、プログラムの順に、講義で使⽤したスライドを抜粋して掲載する。 

図表 3-3 講義スライド 

     Ⅱ 事業概要：厚⽣労働省 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     Ⅲ 認知症初期集中⽀援チーム員の果たすべき役割：鷲⾒委員 
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（続き） 
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     Ⅴ 認知症の総合アセスメント：粟⽥委員 
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     Ⅵ 認知症初期集中⽀援チーム事業の基本となるガバナンスの構築：筒井委員 
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1-3 試験実施 

     第 1 回⽬の研修では、チーム員要件として規定されている、「(ウ)国が別途定める『認知症初期集中⽀
援チーム員研修』を受講し、試験に合格した者」の後段にあたる試験を 2 ⽇⽬に実施した。 

     試験は、研修内容全般を範囲にした 10 問の択⼀式問題で実施され、受講者全員が 6 割の合否ライン
を超えた（1 問 1 点で平均得点 9.73 点）。試験問題、結果・回答状況は以下の通りであった。 

(1) 試験問題 

図表 3-4 試験問題 

第 1 問  「訪問⽀援対象者」について、誤っているものはどれか。  
1  認知症と診断されたが介護サービスが中断している⼈ 
2  認知症の臨床診断をうけていない⼈ 
3  75 歳で⽼⼈保健施設に⼊所しており、かつ認知症が疑われる⼈ 
4  医療サービス・介護サービスを受けているが、認知症の⾏動・⼼理症状が顕著で対応に苦慮している⼈ 

第 2 問  認知症初期集中⽀援チームの「構成」について、正しいものはどれか。 
1  チーム員は保健師または看護師であることが必須である 
2  認知症の専⾨医療を主たる業務として 3 年間経験のある医師はチーム員になることができる 
3  訪問する場合のチーム員数は 1 名である 
4  認知症初期集中⽀援チームの実施主体は市町村である 

第 3 問  認知症初期集中⽀援の「アセスメントツール」について、誤っているものはどれか。  
1  「DASC」は、介護者の介護負担度を評価する尺度である 
2  「J-ZBI 8」は、介護者の介護負担度を評価する尺度である 
3  「DBD13」は、⾏動症状の評価が可能で MMSE と相関する 
4  視⼒や聴⼒の状態は、認知機能に影響を与えるため異常の有無をチェックする必要がある 

第 4 問  「訪問⽀援対象者の把握⽅法」について、誤っているものはどれか。  
1  本⼈や家族からの相談 
2  特別養護⽼⼈ホーム⼊所待機者を選定 
3  近隣住⺠、⺠⽣委員からの相談 
4  認定者リストの中から、介護保険サービスに結びついていない者を選定 

第 5 問  チーム員会議で⾏う検討内容について、誤っているものはどれか。  
1  アセスメント内容の総合チェック 
2  専⾨医療機関への紹介の必要性の検討 
3  初期集中⽀援計画の検討 

4  介護報酬の算定     

第 6 問  認知症の⼈への「医療機関への受診⽀援」について、誤っているものはどれか。  
1  医学的な診断を受けることが重要である 
2  医療機関への受診は必要としない 
3  認知症初期集中⽀援チームと医療機関との間で、情報共有を⾏うことが望ましい 
4  独り暮らしの認知症の⼈には、服薬管理を⽀援できる体制をつくる必要がある 
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第 7 問  認知症の⼈の「家族介護者」について、正しいものはどれか。 
1  認知症の⼈の⽇常⽣活を⽀えている重要な介護の担い⼿である 
2  介護負担をほとんど感じていない 
3  家族介護者への⽀援において情報提供は重要ではない 
4  認知症カフェは、家族介護者だけが利⽤できる 

第 8 問  「認知症の⾏動・⼼理症状（BPSD）への対応や予防に関する⽀援」について、正しいものはどれか。 
1  BPSD の背景にある認知症の⼈の⼼のあり⽅や主観的体験を考えることが重要である 
2  最初に⾏うべきことは薬物治療である 
3  BPSD の出現は、家族介護者の介護負担感を軽減させる 
4  アパシー（無気⼒、⾃発性低下）は、BPSD の中で最も頻度が少ない 

第 9 問  認知症の「アセスメント」について、正しいものはどれか。 
1  認知症では認知機能が障害されても⽣活機能は障害されず、アセスメントは必要ない 
2  認知機能障害と⽣活機能障害を評価すれば、⾝体の状況、BPSD、社会的状況などを評価する必要はない 
3  共通のアセスメントシートやチーム員会議を活⽤して、多職種間で情報を共有することが重要である 
4  医療機関との情報共有は困難なため、通常は⾏う必要がない 

第 10 問  地域包括ケアシステムの説明として、誤っているものはどれか。 
1  医療や介護のみならず、様々な⽣活⽀援サービスが⽇常⽣活の場で適切に提供できるような地域の体制をいう  
2  地域包括ケア圏域は、概ね 10 分以内に駆けつけられる圏域を理想とし、具体的には⼩学校校区を基本とする  
3  ⽀援を必要とする⼈が、地域で尊厳をもって⽣活できるよう⽀える医療・介護が実現した社会を⽬指すものである 
4  ニーズに応じた住宅が提供されることを基本とした上で、⽣活上の安全・安⼼・健康を確保することを⽬的とする  

 

(2) 結果・回答状況 

     平均スコア    9.73 

     合格者       86 名（100.0%） 

     設問別の回答状況 

図表 3-5 回答状況 

設問 Q1 Q2 Q3 Q4 Q5 Q6 Q7 Q8 Q9 Q10 

正答数 84 79 86 86 86 86 85 86 86 73 

正答率 97.7 91.9 100.0 100.0 100.0 100.0 98.8 100.0 100.0 84.9 

選
択
肢 

1 0.0% 3.5% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 98.8% 100.0% 0.0% 0.0% 

2 1.2% 4.7% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 1.2% 0.0% 0.0% 84.9% 

3 97.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 1.2% 

4 1.2% 91.9% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 14.0% 
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2. 第 2 回チーム員研修（実践報告会） 

2-1 実施概要  

 (1) ⽬的 

認知症初期集中⽀援チームのモデル事業の中間期にあたって、地域全体としての取組みや個別事例に
対する発⾒・アセスメント・⽀援等の具体的活動における課題や問題点について、⼀度整理・検討するととも
に、他の地域の進捗状況や取組み内容の把握、また、情報交換などを通じて、期間後半の⾃地域の取組
みに役⽴てること等を⽬的とする。 

 

 (2) 対象者・受講者 

   ①対象者 

・モデル事業を実施する市区町の認知症初期集中⽀援チーム員（医師を含む）  
・実施⾃治体担当者 

   ②受講者 

      14 地域    99 名  職種内訳；医師 8、保健師 23、看護師 12、作業療法⼠ 14、 

社会福祉⼠ 5、介護福祉⼠ 5、精神保健福祉⼠等 7、他事務 

 

 (3) ⽇程およびプログラム 

   ①⽇程    平成 25 年 12 ⽉ 13 ⽇（⾦）  9:50〜17:00 

   ②会場    品川フロントビル会議室（⼤会議室） 〒108 - 0075 港区港南 2-3-13 品川フロントビル B1  

   ③プログラム 
    ③-1 実践践報告 

当初、全 14 地域からの実践報告によって、モデル事業開始後 4 ヶ⽉の実績報告による情報・課題を
共有することを予定していたが、共通様式による実績報告および⼀部地域へのチーム員会議巡回等から
得られた情報から、特に優先して共有すべき課題と考えられる「チーム員会議の活かし⽅」、「医療連携」
に２テーマに絞り、他の地域にとって参考となる活動実績やツール等があった 4 地域から実践報告を得るプ
ログラムとした。 

    ③-2 グループワーク 
各地域からの実績・事例報告を基に、共通する

課題として考えられた「MCI」、「⾝体合併」、「介⼊
拒否」をテーマとして、グループワークを実施 

●モデル事業地域単位のグループワーク形式 
●チームが所在する地域資源を想定して検討 
●研修部会委員が各チームをファシリテート 

      ファシリテートの際には、単に多職種の事例検討ではなく、認知症初期集中⽀援のチーム員会議として
の視点や機能を意識したワークとなっているか、に重点が置かれた（ファシリテータ⽤チェックシート参照）。 
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    ③-3 プログラム（タイムテーブル） 

図表 3-6 第 2 回チーム員研修プログラム 

開始 プログラム 
 9:50 厚労省挨拶 
 第１部：実践報告 
10:00 全体の活動状況 －8~11 ⽉の報告から－ 

10:15 課題① チーム員会議の活かし⽅（世⽥⾕区、荒尾市） 

11:00 課題② 医療連携 （前橋市、神⼾市） 

11:45 前半までのモデル事業実践の総評 

12:15 （昼休憩） 
 第２部：グループワーク（事例検討） 
13:00 チーム員会議の進め⽅ 

13:15 
事例(練習)① MCI と軽度認知症 

発表＋質疑･コメント 
14:15 （休憩） 

14:20 
事例② 認知症と⾝体合併 

発表＋質疑･コメント 

15:20 
事例③ 介⼊の拒否 

発表＋質疑･コメント 
16:00 （休憩） 

16:10 講義 
①認知症と⾝体アセスメント 

②訪問時のケアと視点 ~訪問看護の経験から~ 

16:40 後半のモデル事業に向けて 
16:45 今後の厚労省施策について 
16:55 事務連絡・閉会 
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2-2 講義資料  

図表 3-7 講義スライド①（抜粋） 

    (1) 実践報告 4 地域 

      ① 世⽥⾕区（チーム員会議の活かし⽅） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

      ② 荒尾市（チーム員会議の活かし⽅） 
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     ③ 前橋市（医療連携） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     ④ 神⼾市（医療連携） 
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   (2) 前半までのモデル事業実践の総評：筒井委員（認知症初期集中⽀援チームとは） 
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   (3) グループワーク（事例検討） 
     ① チーム員会議の進め⽅：粟⽥委員 
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     ② グループワーク事例（MCI、⾝体合併、介⼊拒否）：粟⽥、武⽥、鷲⾒委員 
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   ③ グループワークで使⽤した様式等 
    ③-1  模擬チーム員会議様式（再掲） 

モデル事業の進捗把握の中で課題となったチーム員会議の充実に資する様式を準備し、グループワ
ークの際に使⽤した。 

図表 3-8 模擬チーム員会議 議事録様式 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    ③-2  各委員がファシリテートした際に参照した、進⾏プロセスのチェックポイント表（再掲） 
モデル地域へのチーム員会議巡回確認において、評価の視点を共有する⽬的で整理したチェックポイ

ント⼀覧を、グループワークにおいても使⽤した。 

図表 3-9 チェックポイント表 
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  (4) 講義 

図表 3-10 講義スライド②（抜粋） 

     ① 認知症と⾝体アセスメント：鷲⾒委員 
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     ② 訪問時のケアと視点 〜訪問看護の経験から〜：宮崎委員 
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2-3 受講者アンケート 

    第 2 回チーム員研修においては、研修の評価・効果測定を⾏うことを⽬的に、受講者を対象としたアンケー
ト調査を実施した。 

A 研修実施状況 

    第 2 回認知症初期集中⽀援チーム員研修において、受講者（99 名、回答 86 名）を対象とした研修の
効果測定・評価アンケートを⾏った。 

チーム員研修の受講者（研修当⽇および 1 ヵ⽉後の回答があった N86）について、“受講⽇現在”および
“受講から 1 カ⽉後”のチーム員として活動に関するアンケートの結果を整理する。 

 

B 受講者について 

① 職種 

受講者の職種は、まず医療職は、「医師」4 ⼈(4.7%)、「保健師」が 23 ⼈(27.1%)、「看護師」が 10 ⼈
(11.8%)、「OT」13 ⼈(15.3%)であった。福祉職は、「社会福祉⼠」が 10 ⼈(11.8%)、「精神保健福祉⼠」
が 5 ⼈(5.9%)、「介護福祉⼠」7 ⼈(8.2%)であった。その他、「主任ケアマネ」2 ⼈(2.4%)であった。 

図表 3-B-1  職種（N86） 

職種 医師 保健師 看護師 
作業 

療法⼠ 
主任 

ケアマネ 
社会 

福祉⼠ 
精神保健 
福祉⼠ 

介護 
福祉⼠ 

事務 

⼈数 4 23 10 13 2 10 5 7 11 

％ 4.7 27.1 11.8 15.3 2.4 11.8 5.9 8.2 12.9 

 

② 訪問経験（頻度） 

86 ⼈のこれまでの訪問経験では、「週に数⼈程度」が 35 ⼈(41.2%)と最も多く、次いで、「ごくたまに」が
20 ⼈(23.5%)、「毎⽇」が 17 ⼈(20.0%)であった。なお、「まったくない」も 10 ⼈(11.8%)あった。 

図表 3-B-2  訪問経験（頻度）（N86） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ほぼ毎⽇
17

20.0%

週に数⼈程度
35

41.2%

ごくたまに
20

23.5%

まったくない
10、11.8%

(無回答)
3

3.5%
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C 研修および 活動の⾃⼰評価（全体） 

① これまでの実践 

研修前までの実践(活動)については、研修の理解度に⽐べ、「あまりできていなかった」「できていなかった」
とする割合が 3 割超となったパートが多かった。なかでも②医療連携、③チーム員会議の進め⽅については
「あまりできていなかった」と評価した割合が⾼くなっていた。 

図表 3-C-1  これまでの実践 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 今後の活⽤「意識」 

研修後の今後の活⽤意識については、いずれのパートも「実践できそう」「まあまあ実践できそう」とする割
合 9 割超となった。もっとも、②医療連携については「実践できそう」とする割合が 3 割にとどまり、また、「あま
り実践できなさそう」とした割合も 1 割弱あった。 

図表 3-C-2  今後の活⽤意識 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.3%

6.0%

7.3%

8.6%

11.0%

12.2%

67.9%

57.1%

53.7%

64.2%

64.6%

61.0%

23.8%

35.7%

39.0%

27.2%

23.2%

24.4%

1.2%

1.2%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①報告:チーム員会議

②報告:医療連携

③講義:チーム員会議の進め⽅

④グループワーク

⑤講義:⾝体アセスメント

⑥講義:訪問時の視点

1実践できていた 2まあまあできていた 3あまりできていなかった 4全くできていなかった

41.2%

30.6%

40.0%

38.1%

44.7%

51.8%

56.5%

61.2%

58.8%

61.9%

55.3%

45.9%

2.4%

8.2%

1.2%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①報告:チーム員会議

②報告:医療連携

③講義:チーム員会議の進め⽅

④グループワーク

⑤講義:⾝体アセスメント

⑥講義:訪問時の視点

1実践できそう 2まあまあ実践できそう 3あまり実践できなさそう 4実践できなさそう
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③ 「研修後 1 ヵ⽉間」の実践 

研修後 1 ヵ⽉間の実践については、研修前の実践からはやや改善しているものの、「よく実践できた」とし
た割合はいずれのパートも 15％前後にとどまった。訪問の有無や職種による担当によるところもあると思わ
れるが、②医療連携、⑥訪問時の視点では、「あまり実践できなかった」とした割合が⾼い結果となった。 

図表 3-C-3  受講後 1 ヵ⽉間の実践 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 「これまでの実践」・「今後の活⽤意思」・「研修後 1 ヵ⽉間の実践」の⽐較 

研修のパートごとに、「これまでの実践」、「今後の活⽤意思」、「研修後 1 ヵ⽉間の実践」の評価をみる
と、いずれも「これまでの実践」は低かった評価が、研修直後の「今後の活⽤意思」では上がり、「研修後 1

ヵ⽉間の実践」では、研修前ほどではないものの、評価が下がる、という変化を⽰した。 

②医療連携については、3 つの評価点でいずれも低い評価となっていること、⑥訪問時の視点では、「今
後の活⽤意思」の⾼さに⽐して「研修後 1 ヵ⽉間の実践」の評価が低かったことが特徴的であった。 

 

図表 3-C-4  これまで、活⽤意思、研修後 1 ヵ⽉間の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15.3%

16.5%

14.1%

14.3%

14.1%

15.3%

78.8%

61.2%

76.5%

77.4%

75.3%

68.2%

4.7%

21.2%

9.4%

9.5%

7.1%

11.8%

1.2%

1.2%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①報告:チーム員会議

②報告:医療連携

③講義:チーム員会議の進め⽅

④グループワーク

⑤講義:⾝体アセスメント

⑥講義:訪問時の視点

1よく実践できた 2まあまあ実践できた 3あまり実践できなかった 4実践できなかった

2.15
2.32 2.32

2.19 2.15 2.17

1.61
1.78

1.61 1.62 1.55 1.51

1.89
2.07 1.95 1.95 1.95 1.99

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

①報告:
チーム員会議

②報告:
医療連携

③講義:
チーム員会議

の進め⽅

④グループ
ワーク

⑤講義:
⾝体アセスメント

⑥講義:
訪問時の視点

これまで 活⽤意思
1ヵ⽉後

●できていた 
●できそう 
●実践できた 
 
 
 
 
 
 
●できて 

いなかった 
●できなさそう 
●できなかった 
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(アンケート票) 

認知症初期集中⽀援チーム員研修アンケート 

①地域・お名前  市区町名                         お名前                                 

②訪問対応の経験 
（チーム活動開始前） 

1 ほぼ毎⽇      2 週に数回程度       3 ごくたまに      4 まったくない 

③多職種での活動経験 1 他機関も含めてあり    2 法⼈･事業所内ならあり     3 今回の事業が初めて 

1．本⽇の研修について 

本⽇の研修について、“内容を理解できたか“ を、1~4 の 4 段階で評価して下さい 

パート 項   ⽬ 
良く 

理解できた 
まあまあ 

理解できた 
あまり理解 
できなかった 

理解 
できなかった 

実践 
報告 

①チーム員会議の活かし⽅（発表やポイント解説講義から） 
  ※会議での課題検討や情報共有を具体的な活動に活かす 

1 2 3 4 

②医療連携（発表やポイント解説講義から） 
  ※チームの専⾨医や対象者の主治医との効果的に連携する 

1 2 3 4 

グループ 
ワーク 

③チーム員会議の進め⽅（講義） 1 2 3 4 

④グループワーク（3 事例を通じて） 
※個別事例への対応ではなく、チーム員会議における情報 

共有や⽅針決定のプロセスなどの⾯から 
1 2 3 4 

講義 
⑤ 認知症と⾝体アセスメント 1 2 3 4 

⑥ 訪問時のケアと視点（訪問看護から） 1 2 3 4 

2．現在（第 2 回研修まで）の実践・理解について 

これまでのチーム員活動で “実践できていたか” を、1~4 の 4 段階で評価して下さい 

パート 項   ⽬ 実践できていた 
まあまあ 

できていた 
あまりできて 
いなかった 

全くできて 
いなかった 

実践 
報告 

①チーム員会議の活かし⽅ 1 2 3 4 

②医療連携 1 2 3 4 

グループ 
ワーク 

③チーム員会議の進め⽅（講義） 1 2 3 4 

④グループワーク（3 事例を通じて） 1 2 3 4 

講義 
⑤ 認知症と⾝体アセスメント 1 2 3 4 

⑥ 訪問時のケアと視点（訪問看護から） 1 2 3 4 

3．今後(研修後)の意向・意識について 

研修後のチーム員活動において、研修内容を “実践できそうか” を 1~4 の 4 段階で評価して下さい 

パート 項   ⽬ 実践できそう 
まあまあ 

実践できそう 
あまり実践 
できなさそう 

実践でき 
なさそう 

実践 
報告 

①チーム員会議の活かし⽅ 1 2 3 4 

②医療連携 1 2 3 4 

グループ 
ワーク 

③チーム員会議の進め⽅（講義） 1 2 3 4 

④グループワーク（3 事例を通じて） 1 2 3 4 

講義 
⑤ 認知症と⾝体アセスメント 1 2 3 4 

⑥ 訪問時のケアと視点（訪問看護から） 1 2 3 4 
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4．認知症初期集中⽀援チーム員研修に関して、ご意⾒等⾃由に記⼊してください 

(1) 認知症初期集中⽀援チーム員研修の内容や教材(テキスト)、開催頻度等に関するご意⾒ 

 

 

(2) 次年度以降の継続研修等の要望や意⾒ 

 

 

(3) その他 

 

 

 

                             本⽇ ご回答頂く設問はここまでです。ご協⼒ありがとうございました。⼤変お疲れ様でした。 

 

５．研修後の実践について           

研修後のチーム員活動において、研修内容を “実践できたか” を 1~4 の 4 段階で評価して下さい 

パート 項   ⽬ 良く 
実践できた 

まあまあ 
実践できた 

あまり実践 
できなかった 

実践 
できなかった 

実践 
報告 

①チーム員会議の活かし⽅（発表やポイント解説講義から） 
  ※会議での課題検討や情報共有を具体的な活動に活かす 

1 2 3 4 

②医療連携（発表やポイント解説講義から） 
  ※チームの専⾨医や対象者の主治医との効果的に連携する 

1 2 3 4 

グループ 
ワーク 

③チーム員会議の進め⽅（講義） 1 2 3 4 

④グループワーク（3 事例を通じて） 
※個別事例への対応ではなく、チーム員会議における情報 

共有や⽅針決定のプロセスなどの⾯から 
1 2 3 4 

講義 
⑤ 認知症と⾝体アセスメント 1 2 3 4 

⑥ 訪問時のケアと視点（訪問看護から） 1 2 3 4 

    ⇒ 実践できなかった 項⽬(内容) ①~⑥ について、番号とその主な理由等を記⼊して下さい（3 つまで） 

（      ） 
理由・その他ご意⾒ 

（      ） 
理由・その他ご意⾒ 

（      ） 
理由・その他ご意⾒ 

 

2014 年 1 ⽉中旬（1 ヵ⽉後）を⽬途に、本票を再配布致します。研修後の状況について回答をお願いします。  
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Ⅳ 考察 
 
1. 事業の評価  

 1-1  研修事業の評価（認知症初期集中⽀援チーム員研修） 

研修事業の成果は 2 回の研修会とテキストの作成であり、これらはおおむね良好に達成できた。 

第 1 回チーム員研修は 14 地域 86 名を対象に⾏われた。職種内訳は医師 1、保健師 24、看護師 10、

作業療法⼠ 16、社会福祉⼠ 11、介護福祉⼠ 9、精神保健福祉⼠等 8、他事務であった。通達から研修

までの期間が短かかったことや実施した曜⽇の関係から、医師の参加が少なかったことが課題として残った。 

全参加者に理解度の確認テストを施⾏し、試験は、研修内容全般を範囲にした 10 問の択⼀式問題で

実施され、受講者全員が 6 割の合否ラインを超え（1 問 1 点で平均得点 9.73 点）、良好な結果を得た。 

第 2 回研修は 12 ⽉に 14 地域 99 名 （医師 8、保健師 23、看護師 12、作業療法⼠ 14、社会福祉

⼠ 10、介護福祉⼠福 5、精神保健福祉⼠等 7、他事務）で開催された。当初全地域から 10 分ずつの持

ち時間で各地域での取り組み状況を発表していただく予定であったが、共通様式による実績報告および⼀部

地域へのチーム員会議巡回等から得られた情報から、特に優先して共有すべき課題と考えられる「チーム員

会議の活かし⽅」、「医療連携」に２テーマに絞り、他の地域にとって参考となる活動実績やツール等があった

4 地域（世⽥⾕区、荒尾市、前橋市、神⼾市）から実践報告を得るプログラムとした。 

また、第 2 回では各地域からの実績・事例報告を基に、共通する課題として考えられた「MCI」、「⾝体合

併」、「介⼊拒否」をテーマとしてグループワークを実施した。2 地域を組み合わせてのグループワークとしたことに

よって、地域間の交流にもつながったと考えている。 

テキストに関しては、第 1 回⽬の研修までの約 2 か⽉間で作成したため、不備な個所、説明が不⾜する箇

所がみられ、その後改訂をすすめた。テキストに関しては今後も引き続き改訂が必要と思われる。 

 1-2  モデル事業の評価（認知症初期集中⽀援チーム設置促進モデル事業） 

全国 14 地域での活動は平成 25 年 8 ⽉（第 1 回研修以降）から平成 26 年 1 ⽉までの 6 か⽉間デー
タが集積された。 

  (1) 認知症初期集中⽀援チーム活動について 

   ①対象者について 

対象者の世帯構成は独居、夫婦のみあわせて 67％であり⽇本の 65 歳以上世帯における⽐率と近似して

おり、このような事業の対象となる⼈たちの世帯構成は特別な形態ではないことがわかる。また 75 歳以上の⽐

率は 83％であった。訪問⽀援対象者は⼀元的に地域包括⽀援センターをとおして把握されるが、その内訳

は家族からの相談が 48％、次いで介護⽀援専⾨員からの情報が 14％、⺠⽣委員 7%、近隣住⺠は 4％と

なっていた。その他としては警察、銀⾏からの情報や⼆次予防対象者からのリストアップがあった。 

   ②訪問活動について 

訪問事例数は 507 件、最⼤ 48 例、最⼩ 8 例、⼀⾃治体あたり平均 36.2 例であり、訪問延べ件数は
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1,593 件であった。開始の遅れた仙台市を除くと平均 38.4 例で⽬標の 50 件には到達しなかったが、8 割近

い達成率であった。 

1 事例あたりの訪問回数は事業開始から 6 ヶ⽉間で、平均延べ訪問回数は 3.14 回であった。訪問事例

のうち、困難事例の占める割合は平均 50.4％であった。このような事業の開始時はどうしても困難例がめにつ

きやすいことから困難例の⽐率が⾼いが、今後は軽症例が次第に増えていくと考えられる。 

⽀援対象者の把握率は各モデル地域での⼈⼝規模が異なることから、⼈⼝ 10 万対での⽀援対象者の

把握率は最⼤値 490.0（⽩鷹町）、最⼩値 5.9（世⽥⾕区）、平均 32.3、訪問実施率は最⼤値

416.7（南⼤隅町）、最⼩値 5.3（世⽥⾕）、平均 20.7 であり⼤都市では把握率が低くなるのはやむを

得ないと思われる。 

対象者の把握から初回訪問までの⽇数は、平均 16.1 ⽇を要しており、これは更なる短縮がもとめられる。

また対象者の把握から 7 ⽇以内にチームが訪問していたのは、40.5％（実施 4 か⽉間時点 38.2％）、14

⽇以内は 64.8％（同 62.6％）、30 ⽇以内の訪問が全体の 82.5％（同 78.6％）を占め、当初よりも短

縮してきていることが⽰された。 

1 回あたりのチーム員会議の所要時間、1 例にかかる所要時間のいずれも事業開始時から時間がたつに

つれ短縮してきており、各チームの会議技術の向上が⽰されている。 

  (2) 具体的な初期集中⽀援について 

   ①終了事例の変化について 

初期集中⽀援（介⼊）が終了した事例は 166 名で、介⼊事例数の約 3 分 1 が終了した。このうち、診

断およびチームの判断によって認知症領域とされた事例は 131 例と、約 80％を占めた。認知症以外では、精

神・⼈格障害が最も多く鑑別上問題となることがわかった。 

チームが関与するまでの認知症症状の罹患期間をみると、「6 ヶ⽉未満」が約 10％を占め、「1 年未満」と

併せると約 30％に上った。他⽅、チームが関与するまでに 1 年以上罹っている事例が全体の 67.3%を占めて

おり、「9 年以上」とした事例も頻度は低いが 5 例（3.8%）あった。発⾒が遅れる要因がなにかを分析するとと

もに、少なくとも 1 年未満に first touch ができた事例を増やす⼯夫が必要である。 

介⼊時、終了時における医療・介護サービス等の利⽤状況をみると、介⼊時に認知症の医療サービスを

受けていない事例は 80.9%を占め、介護サービスでは 84%を占めていたが、終了時には、医療サービスを「導

⼊した」事例が 77.1%であり、介護サービスでは「導⼊した」事例が 71%であった。⼀⽅、導⼊できなかった例の

内訳としては 40％が、「本⼈・家族の拒否」であり、それ以外は「主治医が必要ないと判断した」り「他の悪化

による⼊院」といった不可避な原因によるものであった。介護サービスでは導⼊できなかった例のうち 40.6%はイ

ンフォーマルサービスにつながっていた。導⼊できなかった内訳は「本⼈・家族の拒否」9 例、「⼊院や⼊所」4 例、

また、「まず医療機関受診を優先した」等の理由であり真にサービスにつながらなかった例はごくわずかであった。

初期集中⽀援チームの役割としてそれなりの成果をあげたと考えている。 

今回注⽬すべきはアセスメントツールのスコアで DBD や Zarit といった指標が改善する傾向がみられる点

である。これらは通常介⼊しても原疾患の進⾏があるため悪化することが通常である。（事実今回のデータで
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も DASC の点数は増加している。）今後さらに検証が必要だが注⽬すべき結果である。 

終了者の転帰は、引き続き「在宅継続」が 115 例（88%）、医療機関への「⼊院」に⾄った例が 7 例

（5%）、特別養護⽼⼈ホームやグループホームへの「⼊所・⼊居」に⾄った例が 7 例（5%）であり、⾼い割

合で在宅での⽣活が継続できていることがわかる。引継先は、介護⽀援専⾨員が 50％、地域包括⽀援セン

ターが 43％であった。終了者については、さらにモニタリング（フォローアップ）が必要で、この点はチームの介⼊

終了から時間がたっていないこともあるが、まだ不⼗分であった。 

   ②介⼊〜終了までの活動実績について（コストに関するデータを中⼼に）     

コストに関するデータは重要である。今回の 14 地域では 1 事例あたりの平均所要時間は 13.93 時間（最

⼩ 5.31〜最⼤ 55.6 時間）であり、1 事例あたりの対応所要額の平均は 45,216 円（最⼩ 15,924〜最⼤

109,689 円）であった。各地域とも所要時間の多くは訪問とアセスメント記録に関する時間であったが地域に

よっては移動に時間を要する状況がみられた。なお、所要時間について 1 地域、コストについて 2 地域のデータ

が突出しており、この地域を除くと平均所要時間は 10.73 時間、平均所要額は 35,703 円であった。コストが

突出していた地域にはチーム員会議への多数の多職種参加などの理由が挙げられた。 

所要時間およびコストについては、今後、各⾃治体における認知症初期集中⽀援チームの設置（チーム

数や予算等）に関する重要な基礎データとなるため、更なる解析が必要である点は⾔うまでもない。 

  (3) 全体運営・管理について 

認知症初期集中⽀援チームに関する啓発活動はチームとしての活動を紹介するチラシ等をすべての⾃治

体で作成済みで、事業開始から 6 ヶ⽉間に検討委員会を開催した⾃治体は 14 か所（100％）、およそ 3

回の委員会を開催しており、順調と考えられる。 

 

2. 全体考察  

研修事業・モデル事業の進捗経過の中で、委員会および研修検討部会・モデル事業評価部会では、認知

症初期集中⽀援チームの設置や活動、全体的な事業の運営体制等に関する多⾯的な検討を並⾏して⾏った。

以下、その重要項⽬について記述し、考察を加える。 

 2-1  ⼯程表(実施計画)の作成と管理 

事業の実施主体である市区町村が、本事業を実施するにあたり⾃分たちの⾃治体でどのように展開してい

くか、以下の 3 つの要素を組み⽴て、事務局としてのスケジュールやミッションを果たすために必要な実施計画

を⽰す⼯程表を作成することは、当初の⾮常に重要なステップである。 

①本事業の対象者を選出するための『普及啓発推進事業』 

②個別の⽀援を⾏う『認知症初期集中⽀援』 

③地域全体の認知症にかかる課題や施策、チームの運営に関する地域全体の合意形成を⾏うための 

『認知症初期集中⽀援チーム検討委員会』の設置、開催 

この⼯程表を幅広い関係者で共有することが、本事業の具体的な推進の機動⼒になるとともに、市町村
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の内部においても共通するイメージで進めることが可能となるので⼯程表づくりは不可⽋である。このような具

体的な⼯程表は、今後新たな事業の実施予定する⾃治体への事業を進めるための⼿順書となるであろう。 

  （本年度モデル事業において各地域が作成した⼯程表は p.10 以降を参照） 

 2-2  地域での活動基盤となるシステムづくり 

昨年度からの事業のスキームづくりにおいて、事業のターゲットとなる対象者をどのように把握し、対象者とし

てリストアップできるかという課題に対して、今回のモデル事業では様々な⼯夫が地域でなされた。 

  前橋市では、事業開始にあたり医師会⻑、理事への事業説明を始め地域ケア推進会議、医師会定例

会、各種委員会等あらゆる機会をとおして、事業の説明と協⼒依頼を⾏い、医師会員病院、診療所約 300

カ所への周知を図った。認知症の⼈の在宅⽣活の継続のためには、⽇頃から本⼈の医学的管理を⾏ってい

る主治医であるかかりつけ医との連携が不可⽋であることから、医療機関と認知症初期集中⽀援チームの情

報の共有化に向けてチームから主治医へ、また主治医からチームへの情報提供書など情報の流れやその様式

等のツールを細かに設定した。このようなプロセスをとおして、地域のかかりつけ医との信頼関係を⼤切にしなが

ら、チームが関与することを事前に通知するというルールの確⽴などが図られ、その結果、鑑別診断の後のフォ

ロー体制も確保するという効果もみられている。また、医療機関からの相談の事例等も上がっており、関係機

関や団体との意思統⼀を事前に綿密に⾏うことが、成功の要因となる。敦賀市をはじめ、医療機関の他に地

域の介護⽀援専⾨員や事業所、⺠⽣委員や⽼⼈クラブ等にも説明や⽂書による事業の通知を積極的に

⾏われており、事業の周知徹底から対象者に結びついている。 

  また、新⾒市や南⼤隅町など⼀般住⺠へ認知症のシグナルとともに相談⽅法等を、市町村の広報や説

明会を実施するなど、各⾃治体、積極的に広報を実施しており、認知症初期集中⽀援チームの役割などの

媒体を作成し、認知症に関する普及啓発とともにチームの周知もしていた。そのような取り組みのなかから、市

外や県外で離れて暮らす家族からの相談も寄せられている。 

  このように、あらゆる⽅法を駆使して、数々のチャンネルから対象者をリストアップできるようなシステムと、対

象者介⼊とその後の⽀援体制をつくる地域の連携システムが重要である。その⽅法や⼿段などについては地

域の実情に応じて『認知症初期集中⽀援チーム検討委員会』によって、さらに検討を加えられる体制を築き、

地域の意思統⼀の図れるための仕組みづくりが、今後の事業成果に反映されると考える。 

（本年度モデル事業において各地域のシステムづくりのためのツールは p.59 以降を参照） 

 2-3  チーム員の要件とチーム活動の定義 

チーム員要件に関しては、「国家資格有資格者であり、チーム員研修で⾏われる試験に合格すること等、

本年度の実施要綱にある要件を基本とすべき」ことを確認した。また、これまでチームが関わった事例の中には

初回の訪問時に⾝体合併症などへの緊急の対応を要すような例や、フィジカルな問題に対応するための技術

を必要とするヒヤリ・ハット事例やインシデント・アクシデント事例も散⾒されたことから、初回の訪問では⾝体症

状のアセスメントを保健師、看護師等の看護職が⾏う必要性を確認した。 

訪問形態では、「医療職と介護職がペアで⾏うことを原則としつつ、2 回⽬以降は⽀援対象者の状況等に
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応じて柔軟に対応可能とすべき」点を確認した。 

また、訪問対象は、認知症初期集中⽀援チームの早期⽀援を位置づけるためにも、処遇困難事例ばかり

にチームが関与するのではなく、早期に⽀援でき、より本⼈や家族の安⼼に結びつく対象者にアプローチできる

ような対象者の選定の⼯夫が今後、⼯夫されなければならない。同時に、チーム員が関わる際の訪問の間隔

についても、1 回⽬の訪問から数週間の間隔が空くというものではなく、初回訪問から必要な⽀援を集中的に

⾏い、タイムリーに関与できるような⽅法の⼯夫も必要であると考える。 

さらに、⽀援終了後のモニタリングについて、モデル事業期間中の具体的な状況把握には⾄らなかったが、

モニタリングの終了時期等も含め検討し、「⽀援終了 2 ヶ⽉後の初回モニタリングを必須とし、以降は⽀援内

容や対象者の状況により必要に応じて⾏う」ことが望ましいとした。 

もちろん、これらは本年度の 14 地域における活動実績等を情報をベースとしたものであり、継続的な実績

の蓄積、データ検証等によって、適宜検討されるべきものであると考える。 

 2-4  チーム員会議の機能と効果的運営のあり⽅ 

   チーム員会議は、チーム員の訪問結果に基づくアセスメント内容を専⾨医をともに確認できる場である。さら
に、医学的な課題だけでなく、認知症の⼈の⽣活を⽀えるための⽣活⽀援や介護サービスに関する課題、家
族の課題、権利擁護、その他本⼈の在宅⽣活を継続できるための包括的アセスメント結果を確認できる機
会でもある。 

その機能を果たすため、認知症疾患や認知機能に加え、⽣活障害、⾝体の様⼦などの観察・評価結果
の提⽰⽅法など必要な項⽬に絞った効率的な検討ができるような会議の資料の作成が必要である。  

今回、多くの⾃治体で事業開始当初からチーム員会議のあり⽅は課題としてあげられており、研修検討部
会・モデル事業評価部会では、チーム員会議の議事録としてのシート作成した。第 2 回初期集中⽀援チーム
員研修では、そのシートを使い、専⾨医も交え同じ事例で、各 14 ⾃治体のチームが模擬チーム員会議を実
施した。シートは、4 項⽬のアセスメント結果の共有、その結果として課題となった事項やその優先度の決定、
さらに今後のケア⽅針、担当者の決定までの流れがわかるような書式とし、会議では専⾨医としてどのような意
⾒が出されたのか、各分野の専⾨職の意⾒した内容等を記録として残せるようなものとし、新たに実施する⾃
治体の参考となるようなチーム員会議の進⾏プロセスのチェックリストも作成した。 

各⾃治体でさまざなま⼯夫がなされ、限られた時間の中でより効果的に、効率的にチーム員会議が実施で
きるような様式が今後も⼯夫されていく必要があるが、アセスメント結果を基に、必要な⽀援を迅速に判断し、
適切なサービスの提供に結びつけるための会議となるようなフォーマットは必要不可⽋であり、より必要な情報
がとれるような⼯夫が必要である。 

また、このチーム員会議のなかで、チームが関与を終了するにあたって、チームが関与したことによる評価や
効果判定を⾏えるような⼯夫が必要である。 

さらに、チーム員会議は、専⾨医を中⼼に、認知症の⼈やその家族に何が必要であるのか⾒⽴てていくとい
うプロセスを体験できる場でもある。よって、チーム員に限らず、関係者も参加することにより、認知症の対応⼒
の向上につながるような現任研修の機会にもなっていると考えられ、今後ますますその役割が期待されると思
われる。 
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 2-5  チーム員の研修、資質の向上の取り組み 

チーム員の研修については、25 年度の試⾏的取り組みの成果物として、研修テキストおよびプログラムを作
成することができた。新しい事業であり地域での活動が定着するまでは、⼀定程度の研修を継続的に⾏うこと
が必要と考える。 

今回、研修の対象者は医師を除くチーム員は参加を必須としたが、専⾨医である医師も研修に参加する
ことの必要性についても検討がなされた。現場からはチームが⼀丸となって活動していくためにも医師も研修に
参加してもらいたいという声もある⼀⽅、診療業務等の都合もあるため、各⾃治体に判断を任せてほしい等の
意⾒もあった。今後は、研修の内容や⽅法に加え、対象者の参加しやすい環境設定や研修のあり⽅等を検
討する必要がある。 

   また、チーム員の要件には、認知症ケア実務経験または在宅ケア実務経験が 3 年以上有する者と定めて
いるが、個別⽀援として居宅訪問が未経験のチーム員も存在していることから、訪問時の基本的な姿勢や⽣
活実態の場に踏み込んだ観察のあり⽅など各地域での現任教育も重要となってくる。そのため、各地域でのチ
ーム員の質の向上に向けた⾃⼰研鑽も必要と考える。 

   本年度は、モデル事業において蓄積された訪問事例をとおして、チーム員がどのような具体的な⽀援を⾏い、
それがどのような効果をもたらしたのかという検証にまで⾄らなかった。今後は、チーム員の訪問時の本⼈および
家族への⽀援技術などに着⽬し、認知症の⼈を⽀えるためのグッドプラクティスを収集、それを普遍化しフィード
バックする必要がある。 

 

3. 平成 26 年度以降に向けた提⾔ 

今年度の結果から、有⽤性の検証は今後も必要ながら、認知症初期集中⽀援チームは⼿法的にも、予算

的にも、評価しうる範囲で実践できており、さらに多くの地域でこの事業を⾏っていけると思われた。DBD や Zarit

といった指標が改善する傾向もとらえられている。背景となる⾏政区分、実施主体によって訪問の⽅法には若⼲

の違いがおこりうるが、さらに多くの地域で試み、最終的には国内全域での運⽤をめざしていきたい。今後の課題

と検討事項を列挙する。 

・事例の詳細分析によるコスト、キャパシティの集積と明確化 

・全国展開となった場合の⼈材の確保とその研修のあり⽅ 

・チーム員活動の評価指標、評価⽅法の作成 

・認知症初期集中⽀援チームの市町村規模別、設置主体別の取りまとめ 

・チームの効率的な運営のための構成要件の検証 

・事例へのパターン化と効果的でない事例の検証 

・地域でのグッドプラクティスの集積と活動の普遍化へ向けた課題の抽出 
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